
経済産業局の支援施策 ご紹介

北海道経済産業局 国際課
令和８年5月20日（水）
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北海道経済産業局 と 補助金 のご紹介

（参考）活用イメージ

〈補助金〉

事業者の取り組みをサポートするために資金の一部を給付するもの

補助金ごとに目的・趣旨、補助対象の経費や要件が異なる。審査制で必ず活用できるわけでは
ない

例：省人化の設備を導入する際、補助を受けたい

 北海道経済産業局は 「経済産業省」 の地方局（国の機関）
中小企業を支援する施策に強み⇒設備投資や省エネなどへの支援施策

 国際課では、中堅・中小企業の輸出・海外展開等を支援
 本日は、「補助金」と「支援プログラム」の一部をピックアップしてご紹介
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対象者 中小企業、小規模企業・小規模事業者 等
補助対象経費 海外旅費、通訳・翻訳費、広告宣伝・販売促進費（※海外市場開拓（輸出）に関する事

業のみ）、機械装置・システム構築費（必須）、技術導入費、専門家経費、運
搬費、クラウドサービス利用費 等

補助上限 3,000 万円(3,100～4,000万円) 
※大幅賃上げ特例措置適用の場合、補助上限額を100～1,000万円上乗せ

補助率 中小企業：１／２
小規模企業・小規模事業者：２／３
※最低賃金引上げ特例の場合、中小企業の補助率を2/3に引上げ

【補助金】ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 グローバル枠

海外事業を実施し、国内の生産性を高める取組に必要な設備・システム投資等を支援

※海外事業 ・海外市場開拓（輸出）に関する事業
・海外企業との共同で行う事業

・海外への直接投資に関する事業
・インバウンド対応に関する事業

※詳細は必ず事務局HPから最新の公募要領をご確認ください
※ 補助対象要件は注意が必要  満たさないと補助金返還義務のある要件あり

〈事務局HP〉
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〈事例〉 ものづくり補助金 グローバル枠（旧：グローバル展開型の事例）

〈事例集〉

補助金で 「充填機器」 を購入。

充填機器の導入で加工から販売まで一気通貫の仕組み
づくりが進展。

国内の販路拡大のみならず、インバウンド（訪日外国 
人）向けとして、空港内の飲食店や土産物店、ラウンジ 
などでも商品取り扱いを開始。

株式会社Agnavi（日本酒製造・販売メーカー , 神奈川）

東進工業株式会社（機械加工専業メーカー , 岡山）

補助金でマシニングセンタ（MC）を購入。
日本工場と中国工場で1台ずつ購入することで
遠隔操作やトラブルの迅速な対応を実現。

これを機に中国協力会社との関係を構築し
受注のレパートリーが増え業績が拡大。

マシニングセンタ↓

（令和6年度事例集抜粋）

（令和７年度事例集抜粋）
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【補助金】 中小企業省力化投資補助金（カタログ注文型）

省⼒化製品を対象製品のリスト（カタログ）から選んで導⼊する際に活⽤できる補助⾦

対象者 人手不足の状態にある中小企業、小規模事業者
補助対象経費 事務局HPで公表された 「カタログ」 に掲載された省力化製品の導入費
補助上限 最大1,000万円（1,500 万円）
補助率 １／２
要件 労働⽣産性  年平均成⻑率3%以上
事業期間 １２ヶ⽉以内

※詳細は必ず事務局のHPから最新の公募要領や要件等をご確認ください。

事務局HP

※従業員数によって補助上限が異なります
※⼤幅な賃上げを⾏う場合、（）内の額に補助上限が上がります
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カタログ注文型：販売事業者が申請をサポート

事務局HPGビズID申請先

申請知識のある販売事業者と
共同で申請を行うのでスムーズ！

※詳細は必ず事務局のHPから
最新の公募要領や要件等をご確認ください

製品
カタログページ

〈申請のステップ〉
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〈事例〉 中小企業省力化投資補助金（カタログ補助金）

〈事例集〉

《事業概要》
福島県内や会津のお土産（地酒や民芸品）販売と食事所・休憩所・
絵付け体験の提供

《導入後の省力化効果》
「わっぱ飯」の生産にあたりボイラーをオーブンに変更
調理時間が1/4（60→15分）に短縮され、インバウンド対応の高付加
価値メニュー調理が可能に

スチームコンベクションオーブン（調理器具）
株式会社 鶴ヶ城会館（小売業 , 福島）

《事業概要》トラックや乗用車のプレス部品製造

《導入後の省力化効果》
導入前は2名体制で部品を運搬していたところを1名体制に変更し
別業務に従事可能な体制を構築

城山工業 株式会社（製造業 , 神奈川）
無人搬送車

補助金の申請から導入、振込までの流れが迅速とのコメント多数
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中小企業等による特許、実用新案、意匠、商標等の外国出願に要する経費の一部を補助

※詳細は必ず事務局HPから最新の公募要領をご確認ください

【事業スキーム】

【要件】

事業類型 対象 1出願に対する補助上限/補助率

特許 ・申請時に既に国内で出願を行っており、
採択後、年度内に外国に出願する予
定のもの
・国内出願と予定している外国出願の 
申請者が同一であること

150万円 / 1/2以内

実用新案、
意匠、商標 60万円 / 1/2以内

商標の
抜け駆け対策 30万円 / 1/2以内

※１企業に対する事業年度内の補助上限額：300万円

対 象 者
・道内の中小企業者又は中小企業者で構成されるグループ
・地域団体商標については、商工会議所、商工会、NPO法人
 等が対象

補助対象経費
① 外国特許庁への出願手数料
② ①に要する国内代理人・現地代理人費用
③ ①に要する翻訳費用

〈事務局HP〉

【補助金】 INPIT外国出願補助金
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【支援】日本の食輸出1万者支援プログラム

経済産業省・農林水産省・JETRO・JFOODO・GFP・中小機構が省庁横断型で農産品等の輸出拡大を支援

※詳細は事務局HPをご確認ください

〈事務局HP〉

Step1

お申込み
（プログラム登録）

Step2

支援サービ

スご案内

Step3

輸出準備
（知識・手続き・市場）

Step4

JETRO BtoB

マッチング

サイトに登録

Step5

商談・販路開拓
（商談会・展示会等）

Step6

契約・輸出開始

【プログラムの流れ（イメージ）】

〈登録はこちら〉

※初めてジェトロのサービスを利用する方は
「お客様情報登録」が必要です

 ご登録は無料です
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その他 補助金メニューは当局HPにて記載＆随時更新！

当局で今年度予算事業を中心とした支援メニューガイドブックを作成。
公募期間や応募先等、未定の情報についても決定次第随時更新。

電話番号
011-709-2311（内線2605）

メールアドレス
bzl-hokkaido-kokusai@meti.go.jp

ご不明点、気になることがございましたら
北海道経済産業局 国際課に連絡ください！

当課が窓口となって担当課にお繋ぎします。

なにがございましたら 北海道経済産業局 国際課へ！
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